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措
置
法
26
条
は
歯
科
開
業
医
の
４
割
が
活
用
し
て

お
り
、
会
員
の
医
業
経
営
を
見
通
す
上
で
看
過
で
き

な
い
。
診
療
報
酬
が
適
正
に
評
価
さ
れ
て
い
な
い
こ

と
を
受
け
た
措
置
で
あ
る
こ
と
に
加
え
、
現
行
の
概

算
経
費
率
は
、
時
の
会
計
検
査
院
が
報
酬
の
規
模
別

に
経
営
実
態
を
調
査
し
て
決
め
ら
れ
た
妥
当
な
基
準

で
も
あ
る
。
医
業
が
持
つ
公
共
性
・
公
益
性
に
配
慮

し
た
税
制
の
あ
り
方
の
中
で
議
論
さ
れ
る
べ
き
で
あ

る
。

　

③
税
務
行
政
を
め
ぐ
る
動
き

　

２
０
１
１
年
度
税
制
改
正
大
綱
で
は
、
国
税
通
則

法
を
一
部
改
正
し
、「
納
税
者
権
利
憲
章
」（
仮
）
も

策
定
し
な
が
ら
、「
納
税
者
の
権
利
・
義
務
を
バ
ラ

ン
ス
よ
く
記
載
す
べ
き
」
と
し
て
、
①
税
務
調
査
の

事
前
通
知
を
対
象
者
だ
け
で
な
く
、
取
引
先
な
ど
の

反
面
調
査
先
に
も
送
る
こ
と
が
で
き
る
②
帳
簿
等

（
写
し
含
む
）
の
「
提
示
」「
提
出
」
を
求
め
る
こ

と
が
で
き
る―

―

な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
。
納
税
者
の

権
利
を
弱
め
税
務
行
政
の
意
向
が
優
先
さ
れ
る
仕
組

み
が
作
ら
れ
よ
う
と
し
て
い
る
。

（
４
）
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
医
療
界
か
ら
も
危

惧
や
反
対
の
声

　

菅
政
権
は
、「
新
成
長
戦
略
」
に
お
い
て
、
医
療
の

「
成
長
牽
引
産
業
」
化
と
「
国
際
交
流
」
推
進
を
決

定
し
、
そ
の
実
現
の
た
め
Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
洋
戦
略

的
経
済
連
携
協
定
）
へ
参
加
す
る
基
本
方
針
を
閣
議

決
定
し
た
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
最
大
の
特
徴
は
、
百
パ
ー
セ

ン
ト
の
関
税
撤
廃
を
原
則
に
し
て
お
り
、
自
由
化
に

例
外
は
な
い
。
こ
れ
ま
で
日
本
は
、
11
カ
国
と
Ｅ
Ｐ

Ａ
（
経
済
連
携
協
定
）
を
結
ん
で
い
る
が
、
米
や
乳

製
品
な
ど
の
重
要
農
産
物
が
関
税
撤
廃
の
例
外
に
で

き
る
な
ど
の
柔
軟
性
が
あ
る
。
ま
た
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
が
実

効
す
る
と
、
輸
入
数
量
制
限
や
国
の
独
自
基
準
な
ど

の
非
関
税
障
壁
も
自
由
化
の
妨
げ
と
し
て
問
題
に
な

る
。
そ
の
た
め
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
や
金
融
・
保
険
、

公
共
事
業
の
入
札
、
医
師
・
歯
科
医
師
・
看
護
師
な

ど
の
労
働
市
場
開
放
な
ど
、
よ
り
包
括
的
な
分
野
に

対
象
が
広
が
っ
て
い
く
。

　

日
本
医
師
会
は
見
解
を
発
表
し
、「
医
療
分
野
に

つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
規
制
改
革
論
者
の
意
見
を

踏
ま
え
る
と
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
へ
の
参
加
に
よ
っ
て
日
本
の

医
療
に
市
場
原
理
主
義
が
持
ち
込
ま
れ
、
最
終
的
に

は
国
民
皆
保
険
の
崩
壊
に
つ
な
が
り
か
ね
な
い
面
も

あ
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
」
と
指
摘
し
、
国
民
皆
保

険
を
一
律
の
「
自
由
化
」
に
さ
ら
す
こ
と
の
な
い
よ

う
強
く
求
め
る
と
主
張
し
た
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
を
め
ぐ

っ
て
は
、
１
１
０
０
を
超
え
る
地
方
議
会
で
「
参
加

に
反
対
」
ま
た
は
「
慎
重
対
応
」
を
求
め
る
意
見
書

が
採
択
さ
れ
て
い
る
（
２
０
１
１
年
１
月
現
在
）。

　

内
閣
府
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
よ
っ
て
工
業
製
品
の
輸
出

拡
大
な
ど
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
２
・
４
兆
〜
３
・
２
兆
円
増

え
る
と
試
算
し
て
い
る
が
、
一
方
で
、
農
水
省
は
農

業
生
産
や
関
連
産
業
の
衰
退
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
７
・
９
兆

円
減
る
と
試
算
し
て
い
る
。

　

い
ま
、
ア
メ
リ
カ
の
輸
入
乗
用
車
へ
の
関
税
率
は

２
・
５
％
、
電
気
・
電
子
機
器
で
は
１
・
７
％
に
す

ぎ
な
い
。
こ
の
程
度
の
関
税
率
で
「
鎖
国
状
態
」

「
世
界
か
ら
取
り
残
さ
れ
る
」
と
騒
ぐ
の
は
誇
大
広

告
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

何
よ
り
も
、食
料
自
給
率
の
向
上
は
、Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
は

図
れ
な
い
国
の
安
全
保
障
の
問
題
で
も
あ
る
。
Ｔ
Ｐ

Ｐ
に
よ
り
国
内
生
産
は
米
の
90
％
、
麦
の
99
％
が
な

く
な
る
と
言
わ
れ
て
い
る
。
穀
物
へ
の
投
機
マ
ネ
ー

が
世
界
経
済
を
た
び
た
び
撹
乱
し
て
い
る
中
に
、
主

食
や
主
要
農
産
物
を
さ
ら
し
て
よ
い
は
ず
が
な
い
。

（
５
）
平
和
を
巡
る
情
勢

　

①
Ｎ
Ｐ
Ｔ
再
検
討
会
議
の
最
終
文
書

　

２
０
１
０
年
５
月
に
開
催
さ
れ
た
、
Ｎ
Ｐ
Ｔ
再
検

討
会
議
（
核
不
拡
散
条
約
再
検
討
会
議
）
の
「
最
終

文
書
」
に
は
、「
す
べ
て
の
国
が
、
核
兵
器
の
な
い

世
界
を
達
成
し
維
持
す
る
た
め
に
必
要
な
枠
組
み
を

確
立
す
る
た
め
の
特
別
な
取
り
組
み
を
お
こ
な
う
必

要
に
つ
い
て
確
認
す
る
」
と
明
記
さ
れ
た
。
ま
た
、

核
兵
器
廃
絶
の
た
め
に
は
「
市
民
社
会
か
ら
の
新
し

い
提
案
お
よ
び
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
に
注
目
す
る
」
と
さ

れ
て
い
る
Ｉ
Ｐ
Ｐ
Ｎ
Ｗ
（
核
戦
争
防
止
国
際
医
師
会

議
）
を
含
む
広
範
な
反
核
平
和
運
動
の
力
、「
市
民

社
会
」
が
国
際
社
会
の
中
で
注
目
さ
れ
る
時
代
に
な

っ
て
い
る
。

【
Ｎ
Ｐ
Ｔ
再
検
討
会
議
】《NPT

：Nuclear Non-
Proliferation Treaty

》
核
兵
器
保
有
国
が
増
え
る

の
を
防
止
す
る
目
的
で
１
９
７
０
年
に
発
効
し
た
核

不
拡
散
条
約
（
Ｎ
Ｐ
Ｔ
、
１
９
０
カ
国
加
盟
）
の
運

用
状
況
を
検
討
す
る
た
め
、
１
９
９
５
年
か
ら
５
年

ご
と
に
開
催
さ
れ
て
い
る
。

【
Ｉ
Ｐ
Ｐ
Ｎ
Ｗ
】《International Physicians for 

the Prevention of Nuclear W
ar

》
核
戦
争
防
止

国
際
医
師
会
議
。
医
師
の
立
場
か
ら
核
の
脅
威
を
研

究
し
、
核
戦
争
に
反
対
す
る
組
織
。
１
９
８
０
年
設

立
。
１
９
８
５
年
ノ
ー
ベ
ル
平
和
賞
受
賞
。

　

２
０
１
０
年
原
水
禁
世
界
大
会
の
記
念
式
典
で
開

催
地
の
秋
葉
忠
利
広
島
市
長
は
、
日
本
が
核
兵
器
廃

米軍再編経費

累計で６兆3800億円
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「思いやり予算」等の米軍関係費の推移

資料：政府の予算書から作成。08年度までは補正後、09年度
は当初予算。「思いやり予算」には、施設整備費、労務費、
水光熱費、訓練移転費が含まれる。「SACO経費」は、「沖縄
に関する特別行動委員会」（SACO）関係事業の経費

絶
の
先
頭
に
立
つ
た
め
に
「『
核
の
傘
』
か
ら
の
離

脱
」
が
必
要
だ
と
呼
び
か
け
た
。
ま
た
、
国
連
事
務

総
長
と
し
て
初
め
て
記
念
式
典
に
参
加
し
た
潘
基
文

国
連
事
務
総
長
も
、「
核
抑
止
力
」
依
存
を
批
判

し
、
世
界
の
安
全
の
保
障
は
核
廃
絶
で
と
の
立
場
を

と
っ
て
い
る
。

　

② 

新
防
衛
大
綱
〜「
動
的
防
衛
力
」
で
外
に
攻
め

て
い
く
自
衛
隊
づ
く
り
打
ち
出
す

　

政
府
は
２
０
１
１
年
以
後
10
年
間
の
日
本
の
軍
事

力
の
あ
り
方
を
示
す
新
た
な
「
防
衛
計
画
の
大
綱
」

を
閣
議
決
定
し
、「
専
守
防
衛
」
か
ら
「
動
的
防
衛

力
」
に
踏
み
出
す
こ
と
で
、
外
に
攻
め
て
い
く
自
衛

隊
に
変
貌
さ
せ
る
方
向
を
打
ち
出
し
た
。
国
内
メ
デ

ィ
ア
も
、「
周
辺
諸
国
の
目
に
は
、
日
本
が
軍
事
的

な
自
制
を
解
こ
う
と
し
て
い
る
と
映
ら
な
い
か
」

（『
朝
日
新
聞
』
12
月
18
日
付
）「
国
際
情
勢
の
変
化

に
応
じ
た
防
衛
力
の
見
直
し
は
必
要
だ
が
、
周
辺
国

に
軍
拡
の
口
実
を
与
え
る
こ
と
に
な
っ
て
は
な
ら
な

い
」（『
東
京
新
聞
』
12
月
18
日
付
）
な
ど
の
社
説
を

掲
げ
て
い
る
。

　

③
米
軍
基
地
を
巡
る
情
勢

　

普
天
間
基
地
撤
去
を
最
大
の
争
点
に
し
た
２
０
１

０
年
の
沖
縄
県
知
事
選
挙
で
は
、
辺
野
古
移
設
を
前

提
と
し
た
民
主
党
が
候
補
者
を
立
て
ら
れ
ず
、
普
天

間
基
地
の
撤
去
・
県
外
移
設
が
県
民
の
総
意
で
あ
る

こ
と
が
示
さ
れ
た
。

　

沖
縄
の
在
日
米
軍
基
地
は
、
大
半
が
私
有
地
を
奪

っ
て
造
ら
れ
た
も
の
で
あ
り
、
住
宅
地
の
中
に
基
地

が
あ
る
。
近
年
、
多
く
の
経
済
学
者
・
有
識
者
が
基

地
に
よ
る
経
済
的
恩
恵
よ
り
も
経
済
的
損
失
の
方
が

大
き
い
と
指
摘
し
て
い
る
。

３
、
社
会
保
障
、
歯
科
医

療
の
改
善
を
求
め
る
運

動
の
広
が
り

　

①
国
保
改
善
の
取
り
組
み

　

国
保
資
格
書
交
付
世
帯
に
属
す
る
中
学
生
以
下
の

子
ど
も
に
対
し
て
、
２
０
０
９
年
４
月
か
ら
短
期
保

険
証
が
交
付
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
２
０
１
０
年

７
月
か
ら
は
、
さ
ら
に
高
校
生
ま
で
拡
大
さ
れ
た
。

　

資
格
書
が
交
付
さ
れ
た
世
帯
の
子
ど
も
の
受
診
を

守
る
取
り
組
み
は
、
協
会
も
参
加
す
る
大
阪
社
保
協

が
調
査
を
実
施
し
、
マ
ス
コ
ミ
が
大
き
く
報
道
す
る

中
で
、
国
政
の
問
題
に
発
展
し
、
国
保
法
改
正
に
つ

（
１
）
厳
し
さ
増
す
歯
科
医
院
経
営

な
が
っ
た
。

　

② 

子
ど
も
医
療
費
無
料
化
拡
大
と
、
国
に
よ
る
就
学

前
ま
で
の
医
療
費
無
料
化
を
求
め
る
取
り
組
み

　

大
阪
府
下
の
子
ど
も
の
医
療
費
助
成
制
度
は
、
府

が
対
象
年
齢
を
全
国
最
低
水
準
に
据
え
置
く
中
で
、

協
会
や
婦
人
団
体
な
ど
の
粘
り
強
い
運
動
の
積
み
重

ね
に
よ
っ
て
、
市
町
村
の
独
自
助
成
を
引
き
上
げ
て

き
た
。
２
０
０
１
年
４
月
時
点
で
、
通
院
分
を
「
就

学
前
」
ま
で
を
対
象
に
実
施
し
て
い
た
自
治
体
は
、

わ
ず
か
２
町
村
（
４
・
５
％
）
だ
っ
た
が
、
２
０
１

１
年
４
月
現
在
で
39
市
町
村
（
90
・
７
％
）
に
ま
で

拡
大
し
た
。

　

ま
た
、「
中
卒
」
ま
で
の
助
成
は
、
堺
市
に
続
い
て

田
尻
町
（
２
０
１
１
年
７
月
）
で
も
実
施
さ
れ
る
。

　

全
国
的
に
見
る
と
、
通
院
を
「
就
学
前
」
ま
で
助

成
し
て
い
る
市
町
村
は
97
・
02
％
（
２
０
１
０
年
４

月
１
日
現
在
）、「
中
卒
」
ま
で
は
29
・
14
％
（
同
）

に
な
っ
て
お
り
、大
阪
は
極
め
て
低
い
水
準
で
あ
る
。

　

③ 

社
会
保
障
予
算
２
２
０
０
億
円
削
減
方
針
の
廃

止
、
診
療
報
酬
マ
イ
ナ
ス
改
定
の
阻
止

　

社
会
保
障
予
算
２
２
０
０
億
円
の
削
減
方
針
は
、

２
０
１
１
年
度
予
算
案
で
正
式
に
廃
止
さ
れ
る
見
通

し
と
な
っ
た
。
小
泉
構
造
「
改
革
」
で
進
め
ら
れ
て

き
た
社
会
保
障
予
算
の
削
減
方
針
に
ス
ト
ッ
プ
を
か

け
た
こ
と
は
大
き
な
成
果
で
あ
る
。
し
か
し
、
社
会

保
障
予
算
拡
大
へ
の
政
策
転
換
ま
で
に
は
い
た
っ
て

い
な
い
。

　

社
会
保
障
予
算
２
２
０
０
億
円
削
減
方
針
の
廃
止

や
診
療
報
酬
削
減
か
ら
の
転
換
は
、
小
泉
構
造
「
改

革
」
路
線
に
よ
っ
て
命
と
健
康
が
奪
わ
れ
て
き
た
こ

と
を
明
ら
か
に
し
、
そ
の
改
善
を
求
め
て
き
た
国
民

各
層
の
長
年
に
わ
た
る
諸
運
動
の
成
果
で
あ
る
。
診

療
報
酬
・
介
護
報
酬
（
次
回
同
時
改
定
）
の
引
き
上

げ
を
勝
ち
取
る
た
め
に
は
、
こ
れ
ら
の
土
台
の
上

に
、
さ
ら
に
患
者
・
国
民
や
国
会
議
員
、
マ
ス
コ
ミ

に
訴
え
を
広
げ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

　

④ 

保
険
業
法
再
改
定
法
成
立
（
11
月
12
日
の
参
議

院
本
会
議
で
可
決
）

　

２
０
１
０
年
11
月
12
日
の
参
議
院
本
会
議
で
、
保

険
業
法
再
改
定
法
が
成
立
し
た
。
２
０
０
５
年
の
保

険
業
法
改
定
に
よ
っ
て
２
０
０
６
年
４
月
１
日
以
降

は
新
規
募
集
が
で
き
ず
維
持
管
理
状
態
と
な
っ
て
い

た
が
、「
共
済
の
今
日
と
未
来
を
考
え
る
懇
話
会
」

を
結
成
し
、
議
員
へ
の
働
き
か
け
や
運
動
を
進
め
た

結
果
、
一
度
成
立
し
た
法
律
を
再
改
定
さ
せ
る
と
い

う
画
期
的
な
成
果
を
生
み
出
し
た
。

NPT再検討会議でのパレードの模様

ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）の
農業への影響　　　　　　　　　　　　　

資料：農林水産省試算

雇用 340万人減

実質ＧＤＰ 7.9兆円減

農業の多面的機能 3.7兆円喪失

食料自給率 40％→14％へ低下

農業生産 4.1兆円減

（即時関税撤廃を前提）
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